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研究成果の概要（和文）：心臓リハビリテーションプログラムに参加した急性心筋梗塞患者を対象にアンケート
調査を行った。対象患者を心臓リハビリテーション参加群と、心臓リハビリテーション脱落群の2群に分けて比
較した。アンケート結果はヘルスビリーフモデルに基づいて検討を行った。「脅威の認知」に関しては、心筋梗
塞後の心血管イベント発症率に関する患者への教育が不十分である可能性が示唆された。「利益の認知」につい
ては、運動処方など心臓リハビリテーションのないように関する説明が不十分である可能性が示唆された。これ
らの結果に基づき、心筋梗塞後の患者へ心臓リハビリテーション参加を促すリーフレットおよび動画を作成し
た。

研究成果の概要（英文）：A questionnaire survey was conducted on patients with acute myocardial 
infarction who participated in a cardiac rehabilitation program. The eligible patients were divided 
into two groups: a cardiac rehabilitation participation group and a cardiac rehabilitation dropout 
group. The questionnaire results were examined based on the health belief model. Regarding "Threats 
perceptions" the results suggest that patients may not be adequately educated about the incidence of
 cardiovascular events after myocardial infarction. Regarding "Perceived benefits" the results 
suggest that there may be inadequate explanation of the contents of cardiac rehabilitation, such as 
exercise prescriptions. Based on these results, we developed a leaflet and video to encourage 
patients to participate in cardiac rehabilitation after myocardial infarction.

研究分野：心臓リハビリテーション

キーワード： 心臓リハビリテーション　行動変容　心筋梗塞

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
心筋梗塞は、生活習慣に起因するものであり、再発や心不全発症を防ぐためには、生活習慣の改善が必要でる。
心臓リハビリテーションは、運動療法・疾患管理・生活習慣改善などのための患者教育・カウンセリングを含め
た包括的介入であり、循環器疾患の再発予防、心不全入院抑制、運動耐容能向上の効果が確立されている。しか
しながら、心臓リハビリテーションへの参加率は低い。経験ある医療者の少ない地域、病院においても、高い心
臓リハビリテーション参加率を達成するには効果的なツールが必要であり、本研究の成果物であるリーフレット
および動画はその目的のために有用であると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
心筋梗塞や狭心症は、生活習慣に起因するものであり、再発や心不全発症を防ぐためには、生
活習慣の改善が必要でる。一方で、心筋梗塞で 2 週間、狭心症ではたったの 3 日間の入院加療
で治療が完遂されるため、多くの患者は自身の生活習慣を見直す必要性も十分理解できずに元
の生活にもどっていく。心臓リハビリテーションは、運動療法・疾患管理・生活習慣改善などの
ための患者教育・カウンセリングを含めた包括的介入であり、循環器疾患の再発予防、心不全入
院抑制、運動耐容能向上の効果が確立されている。しかし、近年報告された心不全患者を対象と
した調査では、実に全体の 7％の患者しか心臓リハビリテーションを十分に受けることができて
いない[1]。心臓リハビリテーションへの参加率向上のためには、遠隔心臓リハビリテーション
などの医療システムの変革とともに、心臓リハビリテーションへ参加する患者のモチベーショ
ンの形成・維持が重要である。個々の医療者の労力と対話技能のみに頼るばかりでは、この課題
の解決は困難であると考えられる。経験ある医療者の少ない地域、病院においても容易に実現可
能な、『システムの構築』が必要である。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、心リハ不参加患者の不参加となった要因について調査を行い、不参加要因にアプロ
ーチするための教育資材の開発を行うことを目的とした。また、患者啓蒙のためのショートビデ
オの開発にも取り組むこととした。 
 
 
３．研究の方法 
2018 年 1 月～2019 年 12 月に国立循環器病研究センターの心リハプログラムに参加した急性心
筋梗塞患者 191 例にアンケートを郵送し、アンケート結果の調査を行った。対象患者を、心リハ
参加群と、心リハ脱落群の 2群にわけ、比較を行った。心リハ参加群の定義は、心リハプログラ
ム終了 2週間前まで外来心リハに参加した患者とした。心リハ脱落群については、心リハプログ
ラム終了前 2週間以上外来心リハに不参加の患者とした。アンケート結果については、ヘルスビ
リーフモデル（注１）に基づき、「脅威の認知」、「利益の認知」、「障害の認知」に分類して検討を行
った。アンケート調査に基づき、心筋梗塞患者の心臓リハビリテーション参加へのモチベーショ
ンを向上させるためのリーフレットの開発を行った。リーフレット開発においては行動経済学
のナッジ理論を参考とした。 
 
注１．ヘルスビリーフモデル：代表的な健康行動理論の一つ。健康行動を起こすための第一段階
として、「脅威の認知」がある。「脅威の認知」には、「脆弱性の認知」と「重大性の認知」が含
まれる。つまり、心筋梗塞の再発・再入院率を認知することが「脅威の認知」となり、心筋梗塞
再発は病状を悪化させる懸念があることを認知することが「重大性の認知」である。脅威を認知
した後の第二段階では、健康行動を起こすメリット・デメリットを比較検討すると考えられる。
メリットは「利益の認知」であり、デメリットは「障害の認知」である。心臓リハビリテーショ
ンの有効性を認知することが「利益の認知」となり、アクセス不良や時間・金銭的コストが「障
害の認知」となると考えられる。 
 
 
４．研究成果 
アンケートを郵送した 191 例中、111 例の回答を得ることができた（回答率 58%）。68 例が心リ
ハ参加群であり、心リハ脱落群は 43 例であった。両群間で、年齢や性別、心筋梗塞重症度（peak 
CK, 左室駆出率）、心リハ開始時 peak VO2 に有意差は認めなかった。 
 
脆弱性の認知：心筋梗塞後 3年以内の心血管イベント（心筋梗塞・心筋梗塞に近い不安定な狭心
症・脳卒中・心不全・死亡）発症率は 20～30％と報告されているが、両群とも大多数の患者（参
加群 96%, 脱落群 90%, 有意差無し）で、イベント発生率を過小評価しているという結果であり、
心リハ参加・脱落に関わらず、脆弱性について、十分認知されていないことが判明した。 
 
重大性の認知：心筋梗塞により心筋壊死が生じ心機能が低下することについえは、大多数の患者
で理解されていたが（参加群 87%、脱落群 85%, 有意差無し）、心筋梗塞が再発すると病状が重く
なってしまうことについては、両群とも理解されていたのは約半数にとどまった（参加群 58%、
脱落群 42%, 有意差無し） 
 
利益の認知：心リハが再発予防プログラムであることについては、大多数の患者が認識できてい
た（参加群 90%, 脱落群 88%, 有意差無し）。また心リハに参加することで死亡率が 20%減少する



ことについても大多数の患者が認識できていた（参加群 85%,脱落群 87%）。一方で、心リハでは
病状に合わせた運動処方を行っていることについては、心リハ脱落群の患者において、認識でき
ている患者が少ない傾向にあり（参加群 88%, 脱落群 65%、P<0.1）、心リハに通わなくても自分
でできると思っていた患者が心リハ脱落群で有意に多かった（参加群 16%, 脱落群 33%, P<0.05）。 
 
障害の認知：居住地が遠方でアクセスが不良であると回答した割合は両群間で有意差はなく（参
加群：21%, 脱落群 26%）、また仕事が多忙なため心リハ参加しにくいと回答した割合も両群間で
有意差は認めなかった（参加群 27%, 脱落群 30%）。心リハ参加に特に障害を感じていない患者の
割合は参加群の方で有意に多かったが（参加群 54%, 脱落群 26%, P<0.01）、脱落群の患者のう
ち、26%は特に心リハ参加に障害を感じていないにも関わらず、プログラムから脱落しているこ
とが判明した。 
 
以上のことから、心リハプログラムから脱落することについて、以下のような要因が考えられた。 
・心筋梗塞後 3年以内の心血管イベント発症率についての情報提供が不十分である。 
・運動処方など心リハプログラムの内容について十分伝えることができていない。 
 
研究の成果として、これらの課題を克服するようにデザインしたリーフレットの開発を行った。
心リハプログラムの内容が理解しやすいように紹介動画も作成し、リーフレットへ動画視聴の
ための QR コードの掲載も行った。 
 
＜心筋梗塞後の患者のための心リハ勧奨リーフレット＞ 
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